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1. 平成20年３月期の業績（平成19年３月21日～平成20年３月20日）

(1) 経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 1,964 △20.9 377 △16.6 337 △28.4 185 △26.5
19年３月期 2,484 0.7 452 △9.4 472 △5.6 252 △14.1

　

　
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

　 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 13,065 36 ─ ─ 7.6 11.6 19.2
19年３月期 17,212 41 ─ ─ 10.5 15.6 18.2

(参考) 持分法投資損益 20年３月期 ─百万円 　 19年３月期 ─百万円

　

(2) 財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 2,968 2,433 82.0 175,771 50

19年３月期 2,863 2,449 85.5 168,584 91

(参考) 自己資本 20年３月期 2,433百万円 　 19年３月期 2,449百万円

　

(3) キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 △38 △31 △0 255

19年３月期 31 △70 △469 332

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金 配当金
総額
(年間)

配当性向
純資産
配当率(基準日)

第１
四半期末

中間期末
第３

四半期末
期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 5,000 ─ 5,000 ─ 72 29.0 3.0

20年３月期 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 5,000 ─ 5,000 ─ 69 38.3 2.9

21年３月期(予想) ─ ─ ─ ─ ─ ─ 5,000 ─ 5,000 ─ ─ 26.9 ─

　

3. 平成21年３月期の業績予想（平成20年３月21日～平成21年３月20日）

　 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 1,170 25.8 189 64.4 189 61.9 104 69.5 7,536 29

通　期 2,550 29.8 466 23.6 467 38.3 257 38.5 18,564 31
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4.　その他

(1) 重要な会計方針の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、20ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。〕

　

(2) 発行済株式数（普通株式）

　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 20年３月期 14,710株　19年３月期 14,710株

　 ② 期末自己株式数 20年３月期 863株　19年３月期 180株

(注)　１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧くださ

い。

　

　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があ

ります。業績予想の前提となる仮定等については、３ページ「１　経営成績(１)経営成績に関する分析」

をご覧ください。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

当期におけるわが国経済は、上半期においては好調な企業収益を背景に緩やかな景気回復基調を示しま

したが、下半期においては米国のサブプライムローン問題に端を発した国際的金融市場の混乱や、原油価

格の高騰による原材料の値上げなどにより景気の先行きに不透明感を残すところとなりました。

　そのような状況下におきまして当社の主要市場である自動車産業は、国内市場においては自動車生産台

数が1,160万台と前対比で約５%の増加を見たものの、国内需要においては若者の自動車離れ、少子高齢

化、自動車NOx・PM法の規制等の影響もあり年々減少傾向にあります。

　そのような背景から完成車メーカーおよび同部品メーカー各社の設備投資は、好業績を上げながらも国

内における設備投資については計画の延期や見直しなど慎重な姿勢が目立ち、海外生産体制の強化のため

の設備投資を先行するなど、総じて国内生産設備への投資が抑制されました。

　その結果、当社売上高の約４割を占めるネジ締付装置の売上が前年比56％まで落ち込み減収の大きな要

因となりました。

　また、ナットランナに続く主力製品と目論んでおりますハンドナットランナの最新バージョンのリリー

スが当初予定より大きくずれ込み平成20年４月となったことも当初売上予算の修正要因となりました。

　他方海外市場におきましては、北米市場では昨年から引き続く米国自動車メーカーの販売不振による設

備投資抑制が一時好転の兆しも見えかけましたが、サブプライムローン問題による消費の冷え込みが自動

車販売にも悪影響となり、昨年に増して各社の設備投資が抑制され、当社製品の販売にも影響し米国向け

売上高が前年比マイナスとなりました。

　また中国市場においては、自動車生産台数が前年比22％増と好調な伸びを示しておりますが、貿易収支

の調整や設備投資サイクルの状況から当年度の当社製品の販売は大きな伸びを示すには至りませんでし

た。

　その結果、当期の売上高は1,964百万円と前年同期比20.9％の減収となり，経常利益は337百万円と前年

同期比28.4％の減益、また当期純利益は185百万円と前年同期比26.5％の減益という結果となりました。

　業績の見通しにつきましては、国内市場は今後も少子高齢化により自動車の需要は緩やかな減少が予想

されますが急激に変化することは考えにくく、また今後は地球温暖化防止に向けた製品及び生産設備の環

境対策による設備更新需要が拡大することが想定されます。よって当面の国内市場動向に大きな変化はな

く横ばい傾向を想定しております。

　また海外市場におきましては、米国でのサブプライムローン問題が景気に及ぼす影響の計り知れないと

ころがあるものの、次期は中国が自動車産業の市場拡大に増して既存の生産設備の更新サイクルによる需

要のピークを迎えるとの情報があり、前年比大幅な受注拡大を見込んでおります。また韓国も自動車メー

カー各社は生産台数の堅調な伸びを示しておりますが、中国の躍進により国際市場における韓国車の位置

づけも価格優位性から品質優位性に傾向し、生産設備においても品質管理の向上に対する投資を増加させ

ておりますので当社製品販売の追い風となってきております。

　さらに、新型ハンドナットランナは国内大手自動車メーカーをはじめ各ユーザーからの期待は高く、的

確な拡販施策のうえで国内外での販売拡大を図ります。

　通期の見通しにつきましては、売上高2,550百万円（前年同期比29.8％増）、営業利益466百万円(前年

同期比23.6％増)、経常利益467百万円（前年同期比38.3％増）、当期利益257百万円（前年同期比38.5％

増）を見込んでおります。
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　なお、当社製品は「ネジ締付装置」、「同部品」および「工具」でありますので、単一セグメントとし

て市場環境を判断しております。

　

　

(2) 財政状態に関する分析

当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は255百万円となり、前事業年度末に比べて77百万円

の減少となりました。

　各キャッシュ・フロー別の状況は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

　営業活動によるキャッシュ・フローは38百万円の支出となりました。 

　これは主に、税引前当期純利益337百万円、売上債権の減少60百万円などの増加要因があったものの、

たな卸資産の増加258百万円、仕入債務の減少69百万円、法人税等の支払額170百万円などの減少要因があ

ったことによるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

　投資活動によるキャッシュ・フローは31百万円の支出となりました。 

　これは主に、投資有価証券の償還による収入100百万円、定期預金の払戻による収入87百万円などの増

加要因があったものの、投資有価証券の取得による支出103百万円、定期預金の預入による支出82百万円、

有形固定資産の取得による支出33百万円などの減少要因があったことによるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

　財務活動によるキャッシュ・フローは0百万円の支出となりました。

　これは主に、短期借入金の増加額200百万円などの増加要因があったものの、自己株式の取得による支

出122百万円、配当金の支払額72百万円などの減少要因があったことによるものです。

　

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　

　 　 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 (％) 53.1 74.3 85.5 82.0

時価ベースの自己資本比率 (％) ─ 287.8 172.5 41.4

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

(年) 1.3 ─ 0.2 ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

(倍) 65.0 ─ 22.1 ─

(注) １　指標の算出は以下の算式を使用しております。

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２　当社は平成18年１月30日上場のため、平成17年３月期の時価ベースの自己資本比率は記載しておりません。

３　キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象にしており

ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

４　算出の結果、数値がマイナスの場合は「―」で表記しております。
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しており、将来の事業展開と経営体質

強化のため内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続的に実施していくことを基本方針としておりま

す。

　当期の配当につきましては１株につき5,000円の期末配当、また次期につきましては１株につき5,000円

の期末配当を予定しております。

　

　

(4) 事業等のリスク

以下に当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しておりま

す。 

　また必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資家の投資判断上重要と考えられる

事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

　なお、本文中における将来に関する事項は、平成20年５月２日時点において当社が判断したものであり

ます。

① 自動車産業への依存ついて 

　当社製品は、主として自動車工場等の生産ラインにおいて、エンジンやミッションをはじめとした自動

車組立工程のうち、ネジ・ボルト締付工程にて使用されています。当社製品は、あらゆる使用環境でも緩

まないネジ締め付けが品質に大きく影響する自動車産業において特に需要が多く、当社製品の売上は日本

国内においては約90％、海外においてはほぼ100％が自動車産業向けとなっております。 

　世界規模で見た自動車産業は、中国、ロシア、インド等の新興市場で拡大する可能性が期待できること

から、当社は、引続き自動車産業への拡販を行い、自動車産業における当社製品のシェア向上に努めてい

く計画であります。しかしながら、今後、国内外の経済環境の変化や、景気後退による自動車の購買が減

少することにより、自動車産業の設備投資額が減少した場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があ

ります。

② 海外販売施策について 

　当社の売上高に占める海外売上高の割合は、自動車産業の生産拠点を海外に移転する動きが活発なこと

を背景に徐々に高まってきております。 

　特に中国市場は今後大きく成長すると期待されており、また当社は上海に合弁会社を設立し事業展開を

行っていることから、中国市場に対する依存度は徐々に高まっていくと想定しております。現在は、当社

合弁会社や中国市場への取組みは順調に推移しておりますが、同国において政治や経済の変化により当社

製品の販売が困難な状況となった場合、当社業績に影響を与える可能性があります。

③ 為替変動による影響について 

　当社は、海外市場での拡販に注力していく方針であり、海外向け売上の増加により、外貨建て債権が増

加することが予想されます。 

　外貨建て債権としては特に米ドル建てが中心となることが予想されますので、対米ドル相場が急激な円

高となった場合には大幅な為替差損が発生し予定の利益が確保できない場合があり、その場合当社業績に

影響を与える可能性があります。

④ 主要部品の特定仕入先への依存について 
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　当社製品の主要部品である、ＡＣサーボモーターは特定メーカーの製品を当社仕様にて使用しておりま

す。現在同社とは良好な関係を維持しており、また製品供給は商社を経由して安定的に受けております。

　しかしながら、今後業界環境の変化や同社の製造、販売施策の変更等により安定的な仕入れが確保でき

なくなった場合には、当社業績に影響を与える可能性があります。

⑤ 特殊な契約について 

　当社製品のうちナットランナについて、米国のCINETIC AUTOMATION CORPORATIONと相手先ブランドによ

る当社製品輸出契約（ＯＥＭ契約）を締結しております。このため、当社のナットランナは、北米及び中

米においては日系企業及び日系企業が参加している合弁企業を除いて当社ブランドでの販売は行うことが

できません。 

 よって同社の販売方針や販売能力によって、同社が当社の見込んだ活動ができなかった場合には、当社

が同市場において見込んでいる売上が減少し、北米市場での拡販策が当社の計画通りに進展しない場合が

あります。 

 この場合、当社業績に影響を与える可能性があります。
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２　企業集団の状況

　当社グループは、当社及び関連会社SHANGHAI ESTIC CO.,LTDの２社で構成されており、見込生産品であるナ

ットランナ、ハンドナットランナ及び、受注生産品であるネジ締付装置の製造・販売、及び当社製品の修理・

点検を主な事業として取り組んでおります。

　当社グループ各社の位置付けと事業内容

①当社

　当社は、ナットランナ、ハンドナットランナ、ネジ締付装置の製造、販売、及び当社製品の修理・点検を行

っております。

②SHANGHAI ESTIC CO.,LTD

　SHANGHAI ESTIC CO.,LTDは、当社製品(ナットランナ、ハンドナットランナ)の中国国内向け販売、修理・点

検及び、同ナットランナを組み込んだネジ締付装置の製造、販売を行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社は、事業ターゲットを世界におき、ニーズの把握、シーズの提供に全力を注ぎ、お客様満足度

100％を目指すことをスローガンとして、メーカーとしての基本である新製品開発及び既存製品のバージ

ョンアップ開発に注力するとともに、販売面においては海外での販売拡大を図り、世界市場をマーケット

としたグローバル企業を目指してまいります。

(2) 目標とする経営指標

当社は、特に海外市場における事業成長とともに確実な利益確保を重視しており、「売上高」「売上高

経常利益率」「海外売上比率」を意識した経営を行っております。

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社は、①世界市場での販売拡大のためのサービス拠点の充実、②新製品開発および事業提携や買収も

視野にいれた事業領域の拡大、③株主価値の向上、を経営戦略目標として中期経営計画を策定しておりま

す。

(4) 会社の対処すべき課題

当社製品の販売は自動車産業における設備投資に密接な影響を受けます。

　国内自動車産業は長期的見地では少子高齢化による国内自動車需要の縮小と海外現地生産化による輸出

の縮小も相まって国内における自動車生産台数は減少傾向にあるといえます。しかし、技術革新による設

備更新需要や、また地球温暖化防止のための環境対策による設備更新において、クリーンでエネルギー効

率がよい電気を動力源とした電動化機器がエアーや油圧機器からの代替としてより一層注目されておりま

すので、それら代替需要が少子高齢化等による設備投資減少を上回るものと見込んでおります。よって当

社製品も環境を主要コンセプトとしての営業戦略及び製品開発に注力することによる受注拡大を図って参

ります。

　また世界的に自動車産業を見た場合、いわゆるＢＲＩＣ‘ｓを中心として今後益々自動車の生産台数は

増加し、それに応じて生産設備にも新規投資が行われる環境にありますので、海外戦略重視の事業戦略を

今後も踏襲し、海外での販売力強化のために従来から進めております海外代理店の新規開拓及び代理店教

育によるサービス・メンテナンス体制の強化をより一層積極展開し、海外での受注拡大に注力して参りま

す。
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４　財務諸表

(1) 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成19年３月20日)

当事業年度

(平成20年３月20日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 388,573 　 　 306,201 　 　

　２　受取手形 ※３ 　 300,895 　 　 351,474 　 　

　３　売掛金 ※１ 　 840,195 　 　 729,429 　 　

　４　製品 　 　 95,032 　 　 124,834 　 　

　５　原材料 　 　 319,964 　 　 559,275 　 　

　６　仕掛品 　 　 63,697 　 　 53,241 　 　

　７　前払費用 　 　 3,355 　 　 2,323 　 　

　８　繰延税金資産 　 　 24,677 　 　 33,827 　 　

  ９　未収入金 　 　 ─ 　 　 30,470 　 　

　10　その他 　 　 25,597 　 　 1,246 　 　

　　　貸倒引当金 　 　 △11,479 　 　 △18,453 　 　

　　　流動資産合計 　 　 2,050,510 71.6 　 2,173,872 73.2 123,362

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※２ 227,814 　 　 227,814 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △106,293 121,521 　 △113,668 114,146 　 　

　　(2) 構築物 　 400 　 　 400 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △296 103 　 △308 91 　 　

　　(3) 機械及び装置 　 6,780 　 　 6,986 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △5,520 1,260 　 △5,239 1,746 　 　

　　(4) 車両運搬具 　 1,382 　 　 1,382 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △674 707 　 △975 406 　 　

　　(5) 工具器具及び備品 　 104,843 　 　 131,071 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 △79,644 25,198 　 △99,473 31,597 　 　

　　(6) 土地 ※２ 　 413,240 　 　 413,240 　 　

　　　有形固定資産合計 　 　 562,031 19.6 　 561,228 18.9 △803
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前事業年度

(平成19年３月20日)

当事業年度

(平成20年３月20日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）ソフトウェア 　 　 1,833 　 　 1,398 　 　

　　(2) 電話加入権 　 　 880 　 　 880 　 　

　　　無形固定資産合計 　 　 2,713 0.1 　 2,278 0.1 △434

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 133,889 　 　 104,039 　 　

　　(2) 出資金 　 　 20 　 　 20 　 　

　　(3) 関係会社出資金 　 　 13,000 　 　 13,000 　 　

　　(4) 長期前払費用 　 　 120 　 　 ─ 　 　

　　(5) 繰延税金資産 　 　 19,294 　 　 25,543 　 　

　　(6) 保険積立金 　 　 77,753 　 　 84,875 　 　

　　(7) その他 　 　 4,521 　 　 4,421 　 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △500 　 　 △500 　 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 248,100 8.7 　 231,399 7.8 △16,700

　　　固定資産合計 　 　 812,845 28.4 　 794,906 26.8 △17,938

　　　資産合計 　 　 2,863,356 100.0 　 2,968,779 100.0 105,423
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前事業年度

(平成19年３月20日)

当事業年度

(平成20年３月20日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※１ 　 174,540 　 　 104,745 　 　

　２　短期借入金 　 　 ─ 　 　 200,000 　 　

　３　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
※２ 　 5,723 　 　 ─ 　 　

　４　未払金 　 　 10,905 　 　 11,824 　 　

　５　未払費用 　 　 38,254 　 　 37,553 　 　

　６　未払法人税等 　 　 108,000 　 　 100,000 　 　

　７　前受金 　 　 106 　 　 ─ 　 　

　８　預り金 　 　 366 　 　 89 　 　

　９　賞与引当金 　 　 22,810 　 　 21,301 　 　

　10　役員賞与引当金 　 　 18,500 　 　 18,500 　 　

　　　流動負債合計 　 　 379,207 13.3 　 494,014 16.6 114,807

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 34,610 　 　 40,857 　 　

　　　固定負債合計 　 　 34,610 1.2 　 40,857 1.4 6,247

　　　負債合計 　 　 413,817 14.5 　 534,871 18.0 121,054

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 557,000 19.5 　 557,000 18.8 ─

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 639,750 　 　 639,750 　 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 639,750 22.3 　 639,750 21.6 ─

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 7,700 　 　 7,700 　 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 990,000 　 　 1,160,000 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 318,187 　 　 261,144 　 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 1,315,887 46.0 　 1,428,844 48.1 112,956

　４　自己株式 　 　 △72,746 △2.6 　 △195,435 △6.6 △122,689

　　　株主資本合計 　 　 2,439,891 85.2 　 2,430,159 81.9 △9,732

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券

　　　評価差額金
　 　 9,646 0.3 　 3,748 0.1 　

　　　評価・換算差額等

　　　合計
　 　 9,646 0.3 　 3,748 0.1 △5,898

　　　純資産合計 　 　 2,449,538 85.5 　 2,433,907 82.0 △15,630

　　　負債純資産合計 　 　 2,863,356 100.0 　 2,968,779 100.0 105,423
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(2) 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成18年３月21日

  至　平成19年３月20日)

当事業年度

(自　平成19年３月21日

  至　平成20年３月20日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 2,484,443 100.0 　 1,964,886 100.0 △519,556

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首製品たな卸高 　 143,320 　 　 95,032 　 　 　

　２　当期製品製造原価 　 1,538,550 　 　 1,224,815 　 　 　

　　　合計 　 1,681,870 　 　 1,319,847 　 　 　

　３　期末製品たな卸高 　 95,032 1,586,838 63.9 124,834 1,195,013 60.8 △391,825

　　　売上総利益 　 　 897,605 36.1 　 769,873 39.2 △127,731

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 　 444,798 17.9 　 392,160 20.0 △52,638

　　　営業利益 　 　 452,807 18.2 　 377,713 19.2 △75,093

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 120 　 　 298 　 　 　

　２　有価証券利息 　 3,016 　 　 2,570 　 　 　

　３　受取配当金 　 424 　 　 522 　 　 　

　４　仕入割引 　 258 　 　 ─ 　 　 　

　５　保険返戻金 　 8,013 　 　 2,928 　 　 　

　６　為替差益 　 8,120 　 　 ─ 　 　 　

　７　その他 　 1,092 21,046 0.9 1,125 7,445 0.4 △13,601

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 951 　 　 1,283 　 　 　

　２　為替差損 　 ─ 　 　 21,939 　 　 　

　３　デリバティブ評価損 　 ─ 　 　 23,140 　 　 　

　４　自己株式取得手数料 　 721 1,672 0.1 925 47,288 2.4 45,615

　　　経常利益 　 　 472,181 19.0 　 337,871 17.2 △134,310

Ⅵ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※3 3,110 　 　 309 　 　 　

　２　関係会社出資金評価損 　 17,000 20,110 0.8 ─ 309 0.0 △19,801

　　　税引前当期純利益 　 　 452,071 18.2 　 337,562 17.2 △114,509

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 213,844 　 　 163,308

　
　 　

　　　法人税等調整額 　 △14,313 199,530 8.0 △11,353 151,955 7.7 △47,574

　　　当期純利益 　 　 252,540 10.2 　 185,606 9.5 △66,934
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製造原価明細書

　 　

前事業年度

(自　平成18年３月21日

  至　平成19年３月20日)

当事業年度

(自　平成19年３月21日

  至　平成20年３月20日)

比較増減

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

 Ⅰ　材料費 　 769,336 50.1 627,229 50.7 △142,107

 Ⅱ　労務費 　 216,079 14.1 218,584 17.7 2,505

 Ⅲ　経費 ※１ 549,643 35.8 390,361 31.6 △159,281

　　当期総製造費用 　 1,535,059 100.0 1,236,175 100.0 △298,883

　　期首仕掛品たな卸高 　 75,263 　 63,697 　 　

　　　合計 　 1,610,322 　 1,299,873 　 　

　　期末仕掛品たな卸高 　 63,697 　 53,241 　 　

　　他勘定振替高 ※２ 8,074 　 21,816 　 　

　　当期製品製造原価 　 1,538,550 　 1,224,815 　 △313,735

　 　 　 　 　 　 　

　

※１　主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年３月21日
　至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日)
 至　平成20年３月20日)

 　外注加工費　            　      489,588千円  　外注加工費　　                  325,096千円

　

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自　平成18年３月21日
　至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日)
 至　平成20年３月20日)

販売費及び一般管理費 7,826千円

固定資産 248千円

合計 8,074千円

　

販売費及び一般管理費 9,588千円

固定資産 12,227千円

合計 21,816千円

　

(原価計算の方法)

 見込生産品については組別総合原価計算、受注生産品については個別原価計算によっております。
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 800,000 347,197 1,154,897

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 　 　 190,000 △190,000 ─

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △73,550 △73,550

　役員賞与の支給 　 　 　 　 　 △18,000 △18,000

　当期純利益 　 　 　 　 　 252,540 252,540

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の

　当事業年度中の変動額

　(純額)

　 　 　 　 　 　 　

当事業年度中の変動額合計

(千円)
─ ─ ─ ─ 190,000 △29,009 160,990

平成19年３月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 990,000 318,187 1,315,887

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月20日残高(千円) ─ 2,351,647 14,850 14,850 2,366,497

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 ─ 　 　 ─

　剰余金の配当 　 △73,550 　 　 △73,550

　役員賞与の支給 　 △18,000 　 　 △18,000

　当期純利益 　 252,540 　 　 252,540

　自己株式の取得 △72,746 △72,746 　 　 △72,746

　株主資本以外の項目の

　当事業年度中の変動額

　(純額)

　 　 △5,203 △5,203 △5,203

当事業年度中の変動額合計

(千円)
△72,746 88,244 △5,203 △5,203 83,041

平成19年３月20日残高(千円) △72,746 2,439,891 9,646 9,646 2,449,538
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当事業年度(自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 990,000 318,187 1,315,887

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 　 　 170,000 △170,000 ─

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △72,650 △72,650

　当期純利益 　 　 　 　 　 185,606 185,606

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の 

　当事業年度中の変動額 

　(純額)

　 　 　 　 　 　 　

当事業年度中の変動額合計 

(千円)
─ ─ ─ ─ 170,000 △57,043 112,956

平成20年３月20日残高(千円) 557,000 639,750 639,750 7,700 1,160,000 261,144 1,428,844

　

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年３月20日残高(千円) △72,746 2,439,891 9,646 9,646 2,449,538

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 ─ 　 　 ─

　剰余金の配当 　 △72,650 　 　 △72,650

　当期純利益 　 185,606 　 　 185,606

　自己株式の取得 △122,689 △122,689 　 　 △122,689

　株主資本以外の項目の

　当事業年度中の変動額

　(純額)

　 　 △5,898 △5,898 △5,898

当事業年度中の変動額合計 

(千円)
△122,689 △9,732 △5,898 △5,898 △15,630

平成20年３月20日残高(千円) △195,435 2,430,159 3,748 3,748 2,433,907
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(4) キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成18年３月21日

　至　平成19年３月20日)

当事業年度

(自　平成19年３月21日

　至　平成20年３月20日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　税引前当期純利益 　 452,071 337,562 △114,509

　２　減価償却費 　 20,221 33,663 13,441

　３　貸倒引当金の増減額

　　 （△は減少）
　 10,244 6,974 △3,270

　４　賞与引当金の増減額

　　 （△は減少）
　 2,870 △1,508 △4,378

　５　役員賞与引当金の増減額

　　　（△は減少）
　 18,500 ─ △18,500

　６　退職給付引当金の増減額

　　 （△は減少）
　 6,254 6,247 △7

　７　受取利息及び受取配当金 　 △3,562 △3,392 169

　８　支払利息 　 951 1,283 331

　９　為替差損益 　 △5,985 6,345 12,330

　10　デリバティブ評価損 　 ─ 23,140 2,310

　11　有形固定資産除却損 　 3,110 309 △2,801

　12　関係会社出資金評価損 　 17,000 ─ △17,000

　13  売上債権の増減額(△は増加) 　 △185,926 60,186 246,113

　14　たな卸資産の増減額(△は増加) 　 44,628 △258,656 △303,285

　15　仕入債務の増減額(△は減少) 　 △65,964 △69,795 △3,831

　16　未払消費税等の増減額

　　　(△は減少)
　 △18,285 1,996 20,282

　17　その他資産の増減額(△は増加) 　 △11,986 △13,669 △1,683

　18　その他負債の増減額(△は減少) 　 △9,228 75 9,303

　19　役員賞与 　 △18,000 ─ 18,000

　　　　小計 　 256,911 130,761 △126,150

　20　利息及び配当金の受取額 　 3,519 2,997 △522

　21　利息の支払額 　 △1,405 △1,324 80

　22　法人税等の支払額 　 △227,935 △170,792 57,143

　　　営業活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 31,090 △38,358 △69,449

Ⅱ　投資活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　定期預金の預入による支出 　 △76,000 △82,000 △6,000

　２　定期預金の払戻による収入 　 76,000 87,000 11,000

　３　有形固定資産の取得による支出 　 △64,307 △33,628 30,679

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △1,423 ─ 1,423

　５　投資有価証券の取得による支出 　 △4,964 △103,234 △98,269

　６　投資有価証券の

　　　売却・償還による収入
　 ─ 100,000 100,000

　　　投資活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △70,695 △31,862 38,832
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前事業年度

(自　平成18年３月21日

　至　平成19年３月20日)

当事業年度

(自　平成19年３月21日

　至　平成20年３月20日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による

　　キャッシュ・フロー
　 　 　 　

　１　短期借入金の増減額 　 △200,000 200,000 400,000

　２　長期借入金の返済による支出 　 △23,712 △5,723 17,989

　３　社債の償還による支出 　 △100,000 ─ 100,000

　４　自己株式の取得による支出 　 △72,746 △122,689 △49,943

　５　配当金の支払額 　 △72,981 △72,392 588

　　　財務活動による

　　　キャッシュ・フロー
　 △469,439 △804 468,634

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る

　　換算差額
　 5,985 △6,345 △12,330

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額

　　(△は減少)
　 △503,059 △77,372 425,686

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 835,632 332,573 △503,059

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 332,573 255,201 △77,372
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(5) 重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)満期保有目的の債券

　原価法

(2)その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

─────

　

(2)その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

　なお、組込デリバティブを区分し

て測定できない複合金融商品につい

ては、全体を時価評価し、評価差額

を損益に計上しております。

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)製品・仕掛品

　見込生産品ついては移動平均法によ

る原価法、受注生産品については個別

法による原価法

(1)製品・仕掛品

同左

　 (2)原材料

　移動平均法による原価法

(2)原材料

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

　建物　　　　　　　17年～33年

　工具器具及び備品　２年～15年

(1)有形固定資産

同左

　 (2)無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。　

(2)無形固定資産

　同左

　

　 (3)長期前払費用

　定額法によっております。

(3)長期前払費用

同左

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

５　引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

　 (2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

期に見合う分を計上しております。

(2)賞与引当金

　　　　　　　 同左

　 (3)役員賞与引当金　

　役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当期

に見合う分を計上しております。

(3)役員賞与引当金　

　　　　　　　 同左

　 (4)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

(4)退職給付引当金

同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資としており

ます。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(6) 重要な会計方針の変更

(会計処理の変更)

前事業年度
(自　平成18年３月21日
　至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
　至　平成20年３月20日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成15

年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を当事業年

度から適用しております。

　なお、同会計基準の適用に伴う損益に与える影響はあ

りません。

　
――――――

（役員賞与に関する会計基準）

　「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を当事業年

度から適用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、販売費及び一般管理

費が18,500千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益がそれぞれ18,500千円減少しております。

　
――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　平成

17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号)を当事業

年度から適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

2,449,538千円であります。

　財務諸表等規則の改正により当事業年度における財務

諸表は改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

　
――――――

　
――――――

　

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　平成19年度の法人税法の改正((所得税法等の一部を改

正する法律　平成19年３月30日　法律第６号)及び(法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　

政令第83号))に伴い、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

　これに伴う損益の影響は軽微であります。

　

　

(表示方法の変更)

前事業年度
(自　平成18年３月21日
　至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
　至　平成20年３月20日)

　

──────

(貸借対照表)

　前事業年度において流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」(前事業年度22,724千円)

は、総資産の１/100を超えたため、当事業年度において

は区分掲記しております。
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(7) 財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月20日)
当事業年度

(平成20年３月20日)

※１（関係会社に対する資産及び負債）

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 112,725千円

買掛金 38,241千円

※１（関係会社に対する資産及び負債）

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 125,007千円

　 　

※２（担保資産）

　　　設備資金借入金5,723千円（一年以内返済予定の長

期借入金5,723千円）の担保に供しているものは、次

のとおりであります。

建物 75,961千円（帳簿価額）

土地 344,178千円（帳簿価額）

計 420,139千円（帳簿価額）

　

　──────

　

─────

※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交　

　換日をもって決済処理しております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

　受取手形　　　　　　　　　　　　　8,509千円

　

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 35,216千円

給料手当 82,038千円

賞与 12,625千円

賞与引当金繰入額 8,211千円

役員賞与引当金繰入額 18,500千円

退職給付引当金繰入額 2,047千円

荷造発送運賃 22,787千円

研究開発費 121,153千円

減価償却費 6,105千円

　

　　　おおよその割合

販売費 27％

一般管理費 73％

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 32,329千円

給料手当 84,513千円

賞与引当金繰入額 6,821千円

役員賞与引当金繰入額 18,500千円

退職給付引当金繰入額 2,666千円

貸倒引当金繰入額 6,974千円

支払報酬 21,562千円

研究開発費 91,748千円

減価償却費 9,397千円

　　　おおよその割合

販売費 42％

一般管理費 58％

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、121,153千円

であります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、91,748千円

であります。

※３　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

工具器具及び備品 2,843千円

※３　固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

工具器具及び備品 279千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 14,710 ─ ─ 14,710

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） ─ 180 ─ 180

　(変動事由の概要)

　自己株式の増加180株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月16日
定時株主総会

普通株式 73,550 5,000 平成18年３月20日 平成18年６月19日

　

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月19日
定時株主総会

普通株式
繰越利益剰

余金
72,650 5,000 平成19年３月20日 平成19年６月20日
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当事業年度(自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 14,710 ─ ─ 14,710

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 180 683 ─ 863

　(変動事由の概要)

　自己株式の増加683株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得であります。

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(１) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月19日
定時株主総会

普通株式 72,650 5,000 平成19年３月20日 平成19年６月20日

　

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月18日
定時株主総会

普通株式
繰越利益剰

余金
69,235 5,000 平成20年３月20日 平成20年６月19日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 388,573千円

預入期間３か月超の定期預金 △ 56,000千円

　現金及び現金同等物 332,573千円
　

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 306,201千円

預入期間３か月超の定期預金 △51,000千円

　現金及び現金同等物 255,201千円
　

　

　

(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

7,022 668 6,353

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
及び備品

7,022 1,672 5,350

　（注）　同左

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,003千円

１年超 5,350千円

合計 6,353千円

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,003千円

１年超 4,347千円

合計 5,350千円

　（注）　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,652千円

減価償却費相当額 1,652千円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,003千円

減価償却費相当額 1,003千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　

区分
貸借対照表日における貸

借対照表計上額
(千円)

貸借対照表日に
おける時価
(千円)

差額
(千円)

時価が貸借対照表計上額を超えない
もの

100,000 98,300 △1,700

合計 100,000 98,300 △1,700

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 15,424 31,789 16,365

小計 15,424 31,789 16,365

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 2,200 2,100 △100

小計 2,200 2,100 △100

合計 17,624 33,889 16,265

(注)　当社では、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行い、30%から50%程度下

落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

３　満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①債券 　 　 　 　

　社債 ─ ─ ─ 100,000

合計 ─ ─ ─ 100,000
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当事業年度(自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 18,659 25,984 7,325

小計 18,659 25,984 7,325

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式 2,200 1,195 △1,005

②　債券 　 　 　

　　社債 100,000 76,860 △23,140

小計 102,200 78,055 △24,145

合計 120,859 104,039 △16,819

(注) １　当社では、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行い、30%から50%程

度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

２　「社債」は複合金融商品であります。

　

２　その他有価証券のうち満期があるものの貸借対照表日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

①債券 　 　 　 　

　社債 ─ ─ ─ 100,000

合計 ─ ─ ─ 100,000
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前事業年度

(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

①　取引の内容及び利用目的等

　　資金運用の一環として期限前償還条項付債券の購入

取引を行っております。債券関連のデリバティブ取引

は債券に付随するオプション契約が債券に係る契約と

区分されていないため、取引の時価等に関する事項の

開示対象から除いております。

①　取引の内容及び利用目的等

　　資金運用の一環として複合金融商品である期限前償

還条項付債券の購入取引を行っております。債券関連

のデリバティブ取引は債券に付随するオプション契約

が債券に係る契約と区分されていないため、取引の時

価等に関する事項の開示対象から除いております。

②　取引に対する取組方針

　債券関連のデリバティブ取引については、資金運用

の一環として余剰資金の範囲内で行っております。な

お、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方

針であります。

②　取引に対する取組方針 
　　　　　　　　　　　同左

③　取引に係るリスクの内容

　期限前償還条項付債券の購入取引は株式相場の変動

によるリスクを有しております。

　デリバティブ取引における相手先は信用度の高い国

際的な金融機関に限定しているため、信用リスクはほ

とんどないものと判断しております。

③　取引に係るリスクの内容 

　　　　　　　　　　同左

④　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引は取締役会の承認に基づき、管理

部にて行われております。

④　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は取締役会の承認に基づき、管理

本部にて行われております。　　　　　　　　　

　

２　取引の時価等に関する事項

　　前事業年度（平成19年３月20日現在）

　　　該当事項はありません。

　

　　当事業年度（平成20年３月20日現在）

　　　該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

前事業年度
(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

　

関連会社(共同支配企業)に対する投資の金
額

30,000千円

　 　

持分法を適用した場合の投資の金額 4,834千円

　 　

持分法を適用した場合の投資損失の金額 18,204千円

　

　

関連会社(共同支配企業)に対する投資の金
額

30,000千円

　 　

持分法を適用した場合の投資の金額 16,269千円

　 　

持分法を適用した場合の投資利益の金額 10,981千円
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(関連当事者との取引)

前事業年度(自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日)

１　子会社等

　

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

SHANGHAI
ESTIC
CO.,LTD

中国
上海市

60

ナットラン
ナ、ハンド
ナットラン
ナの販売及
びネジ締付
装 置 の 製
造・販売

(所有)
直接
50.0

兼任２人

当社製品
の販売及
び当社製
品を組み
込んだ製
品 の 製
造 ・ 販
売。
当社製品
の外注加
工

製品の販売 56,921 売掛金 112,725

製品の購入 72,043 買掛金 38,241

(注）１　上記取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　製品の販売については、一般取引先と同様、市場価格をもとに合理的に決定しております。また、製品の購

入については、価格その他の取引条件は市況を勘案し、当社と関連を有しない他の者と同様の条件によってお

ります。

　

　

当事業年度(自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日)

１　親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
(会社等)

㈱日伝
大阪市
中央区

5,368

機械設備及
び機械器具
関連商品の
販売

(被所有)
直接
10.1

─

当社製品
の販売及
び原材料
(部品・資
材 等 ) の
購入

原 材 料 の

購入
93,726 買掛金 36,139

(注）１　上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　製品の販売及び原材料の購入については、一般取引先と同様、市場価格をもとに合理的に決定しております。

３　㈱日伝は、平成19年12月において当社の法人主要株主となっております。取引金額は、同月以降の金額を記

載しております。

２　子会社等

　

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

SHANGHAI
ESTIC
CO.,LTD

中国
上海市

60

ナットラン
ナ、ハンド
ナットラン
ナの販売及
びネジ締付
装 置 の 製
造・販売

(所有)
直接
50.0

兼任２人

当社製品
の販売及
び当社製
品を組み
込んだ製
品 の 製
造 ・ 販
売。
当社製品
の外注加
工

製品の販売 73,060 売掛金 125,007

製品の購入 17,423 買掛金 8,119

(注）１　上記取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。
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２　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　製品の販売については、一般取引先と同様、市場価格をもとに合理的に決定しております。また、製品の購

入については、価格その他の取引条件は市況を勘案し、当社と関連を有しない他の者と同様の条件によってお

ります。

　

　

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年３月20日)

当事業年度
(平成20年３月20日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 　

①流動資産 　

貸倒引当金 4,670千円

賞与引当金 9,281千円

法定福利費 1,873千円

未払事業税 8,543千円

未払事業所税 307千円

計 24,677千円

　 　

　 　

②固定資産 　

減価償却超過額 617千円

投資有価証券（減損） 713千円

関係会社出資金（減損） 6,917千円

ゴルフ会員権（減損） 3,580千円

退職給付引当金 14,082千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △6,618千円

計 19,294千円

繰延税金資産合計 43,971千円

　 　

（繰延税金負債） 　

固定負債 　

その他有価証券評価差額 6,618千円

繰延税金資産(固定)との相殺 △6,618千円

繰延税金負債合計 ―

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産） 　

①流動資産 　

貸倒引当金 7,508千円

賞与引当金 8,667千円

たな卸資産評価損 7,752千円

法定福利費 1,813千円

未払事業税 7,690千円

未払事業所税 396千円

計 33,827千円

　 　

②固定資産 　

減価償却超過額 278千円

投資有価証券（減損） 713千円

関係会社出資金（減損） 6,917千円

ゴルフ会員権（減損） 3,580千円

退職給付引当金 16,624千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △2,571千円

計 25,543千円

繰延税金資産合計 59,370千円

　 　

（繰延税金負債） 　

固定負債 　

その他有価証券評価差額金 2,571千円

繰延税金資産(固定)との相殺 △2,571千円

繰延税金負債合計 ─

　 　

２　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.69

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.86

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.02

住民税均等割等 0.80

その他 0.81

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.14

２　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 40.69

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.42

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.03

住民税均等割等 1.50

その他 0.44

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.02
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(退職給付関係)

前事業年度
(自　平成18年３月21日

　 至　平成19年３月20日）

当事業年度
(自　平成19年３月21日
  至　平成20年３月20日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　退職一時金制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 34,610千円

退職給付引当金 34,610千円

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 40,857千円

退職給付引当金 40,857千円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 10,644千円

退職給付費用 10,644千円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 8,644千円

退職給付費用 8,644千円

４　退職給付債務等の計算については、簡便法によって

おります。

４　　　　　　　　　　同左

　

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成18年３月21日　至　平成19年３月20日)

　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年３月21日　至　平成20年３月20日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年３月21日
至　平成19年３月20日)

当事業年度
(自　平成19年３月21日
至　平成20年３月20日)

１株当たり純資産額 168,584円91銭 175,771円50銭

１株当たり当期純利益 17,212円41銭 13,065円36銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

同左　

(注)　算定上の基礎

　　　１　１株当たり純資産額

　

項目 前事業年度 当事業年度

貸借対照表上の純資産の部の合計額(千円) 2,449,538 2,433,907

普通株式に係る純資産額(千円) 2,449,538 2,433,907

普通株式の発行済株式数(株) 14,710 14,710

普通株式の自己株式数(株) 180 863

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

14,530 13,847

　
　　　２　１株当たり当期純利益

　

項目 前事業年度 当事業年度

損益計算書上の当期純利益(千円) 252,540 185,606

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 252,540 185,606

普通株式の期中平均株式数(株) 14,672 14,206

　

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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